
 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

第1章 総  則 

第 1 節 総  則 

 

1-1-1 適  用 
2．工事仕様書の適用 

受注者は、工事仕様書の適用にあたっては、「北海道開発局請負工事監督規程（以下「監督規程」

という。）」及び「北海道開発局請負工事検査規程（以下「検査規程」という。）」に従った監督・検

査体制のもとで、建設業法第 18 条に定める建設工事の請負契約の原則に基づく施工管理体制を遵守

しなければならない。また、受注者はこれら監督、検査（完成検査、既済部分検査）にあたって

は、予算決算及び会計令（令和 6年 9月改正政令第 289 号）（以下「予決令」という。）第 101 条の 3

及び 4に基づくものであることを認識しなければならない。 

 

1-1-13 調査・試験に対する協力 

5．低入札価格調査 

(2)第1章 1-1-4 に基づく施工計画書の提出に際して、その内容についてヒアリングを求められたと

きは、受注者はこれに応じなければならない。 

 

1-1-32 環境対策 

6．排出ガス対策型建設機械 

受注者は、トンネル坑内作業において表 1-1-2 に示す建設機械を使用する場合は、2011 年以降の

排出ガス基準に適合するものとして、「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規則」

(令和 6年 4 月改正経済産業省・国土交通省・環境省令第 3号）16 条第 1項第 2号もしくは第 20 条

第 1項第 2号のロに定める表示が付された特定特殊自動車または「排出ガス対策型建設機械指定要

領」(平成 3 年 10 月 8 日付け建設省経機発第 249 号）もしくは「第 3 次排出ガス対策型建設機械指

定要領」(最終改訂平成 28 年 8月 30 日付国総環リ第 6 号）に基づき指定されたトンネル工事用排出

ガス対策型建設機械(以下「トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等」という)を使用しなければ

ならない。 

 

1-1-34 交通安全管理 

5．交通安全法令の遵守 

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交通の安全について、監督職員、

道路管理者及び所轄警察署と打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令

（令和 6 年 7月改正内閣府・国土交通省令第 4号）、道路工事現場における標示施設等の設置基準

（建設省道路局長通知、昭和 37 年 8月 30 日）、道路工事現場における標示施設等の設置基準の一部

改正について（局長通知 平成 18 年 3 月 31 日 国道利 37 号・国道国防第 205 号）、道路工事現場 

第1章 総  則 

第 1 節 総  則 

 

1-1-1 適  用 
2．工事仕様書の適用 

受注者は、工事仕様書の適用にあたっては、「北海道開発局請負工事監督規程（以下「監督規程」

という。）」及び「北海道開発局請負工事検査規程（以下「検査規程」という。）」に従った監督・検査

体制のもとで、建設業法第 18 条に定める建設工事の請負契約の原則に基づく施工管理体制を遵守し

なければならない。また、受注者はこれら監督、検査（完成検査、既済部分検査）にあたっては、予

算決算及び会計令（令和 5年 6月改正政令第 222 号）（以下「予決令」という。）第 101 条の 3 及び 4

に基づくものであることを認識しなければならない。 

 

1-1-13 調査・試験に対する協力 

5．低入札価格調査 

(2)第1章 1-1-1-4 に基づく施工計画書の提出に際して、その内容についてヒアリングを求められた

ときは、受注者はこれに応じなければならない。 

 

1-1-32 環境対策 

6．排出ガス対策型建設機械 

受注者は、トンネル坑内作業において表 1-1-2 に示す建設機械を使用する場合は、2011 年以降の

排出ガス基準に適合するものとして、「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規則」

(令和元年 6 月改正経済産業省・国土交通省・環境省令第 1号）16 条第 1項第 2号もしくは第 20 条

第 1項第 2号のロに定める表示が付された特定特殊自動車または「排出ガス対策型建設機械指定要

領」(平成 3 年 10 月 8 日付け建設省経機発第 249 号）もしくは「第 3 次排出ガス対策型建設機械指

定要領」(最終改訂平成 28 年 8月 30 日付国総環リ第 6 号）に基づき指定されたトンネル工事用排出

ガス対策型建設機械(以下「トンネル工事用排出ガス対策型建設機械等」という)を使用しなければ

ならない。 

 

1-1-34 交通安全管理 

5．交通安全法令の遵守 

受注者は、供用中の公共道路に係る工事の施工にあたっては、交通の安全について、監督職員、

道路管理者及び所轄警察署と打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令

（令和 5 年 3月改正内閣府・国土交通省令第 1号）、道路工事現場における標示施設等の設置基準

（建設省道路局長通知、昭和 37 年 8月 30 日）、道路工事現場における標示施設等の設置基準の一部

改正について（局長通知 平成 18 年 3 月 31 日 国道利 37 号・国道国防第 205 号）、道路工事現場 
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工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

 

における工事情報板及び工事説明看板の設置について（国土交通省道路局路政課長、国道・防災課

長通知 平成 18 年 3月 31 日 国道利 38 号・国道国防第 206 号）及び道路工事保安施設設置基準

（案）（建設省道路局国道第一課通知 昭和 47 年 2月）に基づき、安全対策を講じなければならな

い。 

 

14.通行許可等 

受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（令和 3年 7月改正政令第 198 号）第 3

条における一般的制限値を超える車両を通行させるときは、道路法第 47 条の 2に基づく通行許可ま

たは、道路法第 47 条の 10 に基づく通行可能経路の回答を得ていることを確認しなければならない。

また、道路交通法施行令（令和 6年 9月改正政令第 272 号）第 22 条における制限を超えて建設機

械、資材等を積載して運搬するときは、道路交通法（令和 5年 6月改正法律第 56 号）第 57 条に基づ

く許可を得ていることを確認しなければならない。 

 

1-1-36 諸法令の遵守 

1．諸法令の遵守 

受注者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図るとともに、諸法令の適用運

用は受注者の責任において行わなければならない。 

なお、主な法令は以下に示す通りである。 

(4)労働基準法                     （令和6年5月改正 法律第42号） 

(8)雇用保険法                     （令和6年6月改正 法律第47号） 

(10)健康保険法                     （令和6年6月改正 法律第47号） 

(12)建設労働者の雇用の改善等に関する法律 （令和6年5月改正 法律第26号） 

(13)出入国管理及び難民認定法 （令和5年12月改正 法律第84号） 

(14)道路法 （令和5年5月改正 法律第34号） 

(15)道路交通法                    （令和5年6月改正 法律第56号） 

(17)道路運送車両法 （令和5年6月改正 法律第63号） 

(19)地すべり等防止法 （令和5年5月改正 法律第34号） 

(20)河川法 （令和5年5月改正 法律第34号） 

(21)海岸法 （令和5年5月改正 法律第34号） 

(24)漁港及び漁場の整備等に関する法律 （令和5年5月改正 法律第34号） 

(26)航空法 （令和5年6月改正 法律第63号） 

(29)森林法 （令和5年6月改正 法律第63号） 

(39)砂利採取法 （令和5年6月改正 法律第63号） 

(42)測量法 （令和6年6月改正 法律第54号） 

(43)建築基準法 （令和6年6月改正 法律第53号） 

(44)都市公園法 （令和6年5月改正 法律第40号） 

 

 

における工事情報板及び工事説明看板の設置について（国土交通省道路局路政課長、国道・防災課

長通知 平成 18 年 3月 31 日 国道利 38 号・国道国防第 206 号）及び道路工事保安施設設置基準

（案）（建設省道路局国道第一課通知 昭和 47 年 2月）に基づき、安全対策を講じなければならな

い。 

 

14.通行許可等 

受注者は、建設機械、資材等の運搬にあたり、車両制限令（令和 3年 7月改正政令第 198 号）第 3

条における一般的制限値を超える車両を通行させるときは、道路法第 47 条の 2に基づく通行許可ま

たは、道路法第 47 条の 10 に基づく通行可能経路の回答を得ていることを確認しなければならない。

また、道路交通法施行令（令和 5年 3月改正政令第 54 号）第 22 条における制限を超えて建設機械、

資材等を積載して運搬するときは、道路交通法（令和 5 年 5 月改正法律第 19 号）第 57 条に基づく許

可を得ていることを確認しなければならない。 

 

1-1-36 諸法令の遵守 

1．諸法令の遵守 

受注者は、当該工事に関する諸法令を遵守し、工事の円滑な進捗を図るとともに、諸法令の適用運

用は受注者の責任において行わなければならない。 

なお、主な法令は以下に示す通りである。 

(4)労働基準法                     （令和2年3月改正 法律第14号） 

(8)雇用保険法                     （令和4年6月改正 法律第12号） 

(10)健康保険法                     （令和5年5月改正 法律第31号） 

(12)建設労働者の雇用の改善等に関する法律 （令和4年3月改正 法律第12号） 

(13)出入国管理及び難民認定法 （令和4年12月改正 法律第97号） 

(14)道路法 （令和3年3月改正 法律第49号） 

(15)道路交通法                    （令和5年5月改正 法律第19号） 

(17)道路運送車両法 （令和4年3月改正 法律第4号） 

(19)地すべり等防止法 （平成29年6月改正 法律第45号） 

(20)河川法 （令和3年5月改正 法律第31号） 

(21)海岸法 （令和4年3月改正 法律第7号） 

(24)漁港漁場整備法 （令和4年5月改正 法律第44号） 

(26)航空法 （令和4年6月改正 法律第62号） 

(29)森林法 （令和2年6月改正 法律第41号） 

(39)砂利採取法 （平成27年6月改正 法律第50号） 

(42)測量法 （令和元年6月改正 法律第37号） 

(43)建築基準法 （令和5年6月改正 法律第58号） 

(44)都市公園法 （平成29年5月改正 法律第26号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係法令等の改正に伴う
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工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

 

(48)海上交通安全法 （令和5年5月改正 法律第34号） 

(51)船員法 （令和6年5月改正 法律第42号） 

(52)船舶職員及び小型船舶操縦者法 （令和5年5月改正 法律第24号） 

(56)公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 （令和6年6月改正 法律第54号） 

(63)厚生年金保険法 （令和6年6月改正 法律第47号） 

(68)所得税法 （令和6年5月改正 法律第26号） 

(70)船員保険法 （令和6年6月改正 法律第47号） 

(71)著作権法 （令和6年6月改正 法律第55号） 

(72)電波法 （令和5年12月改正 法律第87号） 

(74)労働保険の保険料の徴収等に関する法律 （令和6年6月改正 法律第47号） 

(78)公共工事の品質確保の促進に関する法律 （令和6年6月改正 法律第54号） 

(79)警備業法 （令和5年6月改正 法律第63号） 

(81)高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（令和6年6月改正 法律第53号） 

 

1-1-41 特許権等 

3．著作権法に規定される著作物 

発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（令和 6年 6月改正 法律第 55 号第 2条第 1項

第 1号）に規定される著作物に該当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属しなければなら

ない。 

なお、前項の規定により出願及び権利等が発注者に帰属する著作物については、発注者はこれを自

由に加除または編集して利用することができる。 

 

1-1-54 グリーン購入法に基づく特定調達品目調達実績集計調査について 開発局独自 

設計図書に定めがあるものについて、これ以上に特定調達品目への変更が可能である場合は、監督

職員と協議するものとし設計変更の対象とする。受注者は、特定調達品目の調達実績の集計を行い、

工事完了後（工期が当該年度以降に及ぶものは、監督職員の指示する日まで）に、電子データにより

監督職員に提出するものとする。集計の方法については、監督職員より指示する。震災の影響により

やむを得ず類似品を使用した場合は、【別紙】記入例に基づきそれらを区分して記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(48)海上交通安全法 （令和3年6月改正 法律第53号） 

(51)船員法 （令和3年6月改正 法律第75号） 

(52)船舶職員及び小型船舶操縦者法 （平成30年6月改正 法律第59号） 

(56)公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律 （令和3年5月改正 法律第37号） 

(63)厚生年金保険法 （令和5年3月改正 法律第3号） 

(68)所得税法 （令和5年6月改正 法律第44号） 

(70)船員保険法 （令和5年5月改正 法律第31号） 

(71)著作権法 （令和3年6月改正 法律第52号） 

(72)電波法 （令和4年12月改正 法律第93号） 

(74)労働保険の保険料の徴収等に関する法律 （令和4年3月改正 法律第12号） 

(78)公共工事の品質確保の促進に関する法律 （令和元年6月改正 法律第35号） 

(79)警備業法 （令和元年6月改正 法律第37号） 

(81)高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（令和5年6月改正 法律第58号） 

 

1-1-41 特許権等 

3．著作権法に規定される著作物 

発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（平成 30 年 7 月改正 法律第 72 号第 2 条第 1

項第 1号）に規定される著作物に該当する場合は、当該著作物の著作権は発注者に帰属しなければな

らない。 

なお、前項の規定により出願及び権利等が発注者に帰属する著作物については、発注者はこれを自

由に加除または編集して利用することができる。 

 

1-1-54 グリーン購入法に基づく特定調達品目調達実績集計調査について 開発局独自 

設計図書に定めがあるものについて、これ以上に特定調達品目への変更が可能である場合は、監督

職員と協議するものとし設計変更の対象とする。受注者は、特定調達品目の調達実績の集計を行い、

工事完了後（工期が当該年度以降に及ぶものは、監督職員の指示する日まで）に、電子データにより

監督職員に提出するものとする。集計の方法については、監督職員より指示する。 
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工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

 
 

1-1-55 グリーン購入法に基づく特定調達品目について 開発局独自 

1. 環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築を図ることを目的とし、環境への負荷の低減に

資する物品等の調達を推進するために「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（通称、

「グリーン購入法」という。平成12年法律第100号）が平成13年4月に全面施行された。公共工事にお

いても、環境負荷低減に資する物品等（特定調達品目）が指定されており、事業毎の特性、必要とさ

れる強度や耐久性、機能の確保、コスト等に留意しつつ、当該工事の資材・建設機械を使用した公共

工事の調達を積極的に行うこととする。特定調達品目における判断基準・施工条件等については国土

交通省ＨＰ掲載「平成25年度特定調達品目調達ガイドライン（案）」を参照すること。 

（http://www.mlit.go.jp/tec/green.html） 

    東日本大震災の影響により、特定調達品目の使用が困難な場合には、監督職員と協議するものとす

る。 

 

1-1-59 ウィークリースタンス 

   監督職員及び受注者は、「ウィークリースタンス」の実施に努める。 

   ウィークリースタンスとは、労働環境を改善し円滑な実施と品質向上に努めることを目的に、受発注

者間で確認・共有した取組の総称をいう。 

 

※ 1-1-60 以降、条文追加に伴う番号の修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-1-55 グリーン購入法に基づく特定調達品目について 開発局独自 

1．環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築を図ることを目的とし、環境への負荷の低減に

資する物品等の調達を推進するために「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（通称、

「グリーン購入法」という。平成12年法律第100号）が平成13年4月に全面施行された。公共工事におい

ても、環境負荷低減に資する物品等（特定調達品目）が指定されており、事業毎の特性、必要とされる

強度や耐久性、機能の確保、コスト等に留意しつつ、当該工事の資材・建設機械を使用した公共工事の

調達を積極的に行うこととする。特定調達品目における判断基準・施工条件等については国土交通省

ＨＰ掲載「平成25年度特定調達品目調達ガイドライン（案）」を参照すること。 

（http://www.mlit.go.jp/tec/green.html） 

 

 

 

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路・河川工事仕様書と

整合させ農業土木工事特

記仕様書から移行 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改

定に伴う改定 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

 

1-1-70 デジタル工事写真の小黒板情報電子化について 開発局独自 

1．対象機器の導入 

なお、使用機器の事例として「デジタル工事写真の小黒板情報電子化対応ソフトウェア」

（https://www.cals.jacic.or.jp/CIM/sharing/pdf/softwarerelation202104.pdf）を参照するこ

と。 

4．小黒板情報の電子的記入を行った写真の納品 

※チェックシステム（信憑性チェックツール）の URL  

https://www.jcomsia.org/kokuban 

 

1-1-75 工事円滑化会議の実施について 

掲載場所については、下記に示す北海道開発局ホームページを参照すること｡ 

(1)～(4):「https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/ud49g7000000gacn.html」 

(5)：「https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/koujikanri/ud49g7000000l2w9.html」 

 

1-1-76 設計変更確認会議の実施について 

   5．会議にあたっては、以下を基本とする。 

(3)設計変更事例集 

掲載場所については、下記に示す北海道開発局ホームページを参照すること｡ 

（https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/ud49g7000000gacn.html） 

 

1-1-81 熱中症対策に資する現場管理費の補正について 

1．熱中症対策に資する現場管理費の補正は、主たる工種が屋外作業となる工事が対象である。 

2．受注者は、熱中症対策に資する現場管理費の補正の希望がある場合、工事着手前に発注者に対して

熱中症対策に資する気温計測に取り組む旨の協議を行い、工事期間中における気温の計測方法及び計

測結果の報告方法について協議が整った場合に取り組みを行うことができる。 

3．真夏日とは、日最高気温が３０度以上または、暑さ指数（WBGT）２５度以上の日をいう。ただし、

夜間工事の場合は作業時間帯の最高気温が３０度以上または、暑さ指数（WBGT）２５度以上の場合と

する。 

4．工期は、工事の始期から工事の終期までの期間で、準備期間、施工に必要な実日数、不稼働日、後

片付け期間の合計をいう。なお、年末年始６日間、夏期休暇３日間、工場製作のみを実施している期

間、工事全体を一時中止している期間は含まない。 

5．真夏日率とは、以下の式により算出された率をいう。 

真夏日率 ＝ 工期期間中の真夏日 ÷ 工期 

  6．計測方法 

    施工現場から最寄りの気象庁の地上気象観測所の気温または、環境省が公表している観測地点の暑

さ指数（WBGT）を用いることを標準とする。ただし、これによりがたい場合は、施工現場を代表とす

 

1-1-69 デジタル工事写真の小黒板情報電子化について 開発局独自 

1．対象機器の導入 

なお、使用機器の事例として「デジタル工事写真の小黒板情報電子化対応ソフトウェア」

（http://www.cals.jacic.or.jp/CIM/sharing/index.html）を参照すること。 

 

4．小黒板情報の電子的記入を行った写真の納品 

※チェックシステム（信憑性チェックツール）の URL  

http://www.cals.jacic.or.jp/CIM/sharing/index.html 

 

1-1-74 工事円滑化会議の実施について 

掲載場所については、下記に示す北海道開発局ホームページを参照すること｡ 

(1)～(4):「http://www.hkd.mlit.go.jp/zigyoka/z_jigyou/kouji/gaido.html」 

(5)：「http：//www.hkd.mlit.go.jp/zigyouka/z_jigyou/kouji/kouji5.html」 

 

1-1-75 設計変更確認会議の実施について 

   5．会議にあたっては、以下を基本とする。 

(3)設計変更事例集 

掲載場所については、下記に示す北海道開発局ホームページを参照すること｡ 

（http://www.hkd.mlit.go.jp/zigyoka/z_jigyou/kouji/gaido.html） 

 

 ［新設］ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参照ＵＲＬの修正 

 

 

 

参照ＵＲＬの修正 

 

 

 

参照ＵＲＬの修正 

 

 

 

 

 

 

参照ＵＲＬの修正 

 

 

農業土木工事特記仕様書

から移行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

る１地点で気象庁の気温観測方法に準拠した方法により得られた計測結果を用いることも可とする。

なお、計測に要する費用は受注者の負担とするものとする。 

  7．積算方法等 

    受注者より提出された計測結果の資料をもとに真夏日率を算出し現場管理費率に加算するものとす

る。 

(1)補正方法 

現場管理費の補正は、工期中の日最高気温の状況に応じて補正値を算出し、現場管理費に加算す

る。 

なお、補正は変更契約において行うものとする。 

補正値（％） ＝ 真夏日率 × 補正係数※ 

※補正係数：１．２ 

(2)現場管理費 

対象純工事費 × （（現場管理費率 × 補正係数） ＋ 補正値） 

なお、「積算寒冷地域で施工時期が冬期となる場合の補正」及び「緊急工事の場合」と重複する

場合においても最高２％とする 

  8．積算方法等 

    熱中症対策に資する現場管理費の補正の確認方法は、次によるものとする。 

1)受注者は、熱中症対策に資する現場管理費の補正の計画書を作成し発注者へ提出する。 

2)受注者は、計測結果を定期的に発注者へ報告する。 

3)報告の様式及び時期は、受注者と発注者と協議して定める。 

9．熱中症対策に資する現場管理費の補正について、発注者が必要に応じて聞き取り等の確認を行う場

合には、受注者は協力するものとする。 

10. 熱中症対策に資する現場管理費の補正について、発注者又は第三者によるアンケート調査が行われ

る場合には受注者は協力するものとする。 

 

1-1-82 現場環境改善（快適トイレの試行）について 

1．内容 

 受注者は、現場に以下の(1)～(11)の仕様を満たす快適トイレを設置することを原則とする。(12)～

(17)については、満たしていればより快適に使用できると思われる項目であり、必須ではない。 

【快適トイレに求める機能】 

(1) 洋式（洋風）便器 

(2) 水洗及び簡易水洗機能（し尿処理装置付き含む） 

(3) 臭い逆流防止機能 

(4) 容易に開かない施錠機能 

(5) 照明設備 

(6) 衣類掛け等のフック、又は、荷物の置ける棚等（耐荷重を５kg 以上とする） 

【付属品として備えるもの】 

(7) 現場に男女がいる場合に男女別の明確な表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業土木工事特記仕様書

から移行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

(8) 周囲からトイレの入口が直接見えない工夫 

(9) サニタリーボックス（女性専用トイレに必ず設置） 

(10) 鏡と手洗器 

(11) 便座除菌クリーナー等の衛生用品 

【推奨する仕様、付属品】 

(12) 室内寸法 900×900mm 以上（面積ではない） 

(13) 擬音装置（機能を含む） 

(14) 着替え台 

(15) 臭気対策機能の多重化 

(16) 室内温度の調整が可能な設備 

(17) 小物置き場（トイレットペーパー予備置き場等） 

2．快適トイレに要する費用 

 快適トイレに要する費用については、当初は計上していない。 

受注者は、「１．内容」を満たす快適トイレであることを示す書類を添付し、規格・基数等の詳細に

ついて監督職員と協議することとし、協議時に見積書を提出するものとする。 

【快適トイレに求める機能】(1)～(6)及び【付属品として備えるもの】(7)～(11)の費用について

は、従来品相当を差し引いた後、51,000 円/基・月を上限に設計変更の対象とする。 

なお、設計変更数量の上限は、男女別で各１基ずつ２基／工事（施工箇所）※までとする。また、運

搬・設置費は共通仮設費（率）に含むものとし、２基／工事（施工箇所）※より多く設置する場合や

積算上限額を超える費用については、現場環境改善費（率）を想定しており、別途計上は行わない。 

※「施工箇所が点在する工事の積算」適用工事や施工延長が長いなどのトイレを施工箇所に応じて

複数設置する必要性が認められる工事については、「工事」を「施工箇所」に読み替え、個々の

施工箇所で計上できるものとする。 

3. その他 

快適トイレの手配が困難の場合は、監督職員と協議の上、対象外とする。 

 

1-1-83 北海道インフラゼロカーボン試行工事について 

1．試行の実施について 

受注者の発案によるカーボンニュートラルに資する取組を推進する「北海道インフラゼロカーボン」

の試行を行うこととする。 

2. 試行の内容について 

工事契約後、受注者は、当該工事において、カーボンニュートラルに資する取組を発案し実施するこ

とができる。本取組を実施する場合は、施工計画書に「北海道インフラゼロカーボン」の項目を設

け、①取組の内容、②期待される効果等を明記するものとし、完成検査までに実施内容及び効果を報

告するものとする。また、期待される効果等については、CO2 排出（吸収）量等の定量的な効果を記

載できる場合は記載することとする。 

3. 工事成績評定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業土木工事特記仕様書

から移行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

施工計画書で位置づけられた「北海道インフラゼロカーボン試行工事」の取組の履行が確認できた場

合は加点を行うこととする。 

4. 試行の費用について 

本試行に係る費用については、原則、受注者負担によるものとする。 

 

1-1-84 環境家計簿について 

   建設現場における生産性向上の取組によるＣＯ２削減活動の促進や、ＣＯ２排出削減量の「見える

化」による受・発注者のＣＯ２削減意識の向上を図るための取組である「環境家計簿」については、平成

２１年度から令和元年度までの取組によるデータの蓄積、取組事例の整理により、取組の目的は概ね達成

したものと考え、各工事への調査の依頼は当面行わないこととする。 

  なお、ＣＯ２削減を各工事現場において積極的に取り組む方針に変わりはないため、引き続き建設現場

におけるＣＯ２削減事例集や環境家計簿の調査票様式は下記ＨＰにて紹介しているので参照されたい。 

  また、工事においてＣＯ２削減に繋がる新たな取り組みを行った場合は、監督職員へ報告されたい。 

  環境家計簿のページ：ttps://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/ud49g70000008rna.html 

 

1-1-85 被災地域における被災農林漁家の就労機会の確保について 

受注者は、工事の施工に当たっては、効率的な施工に配慮しつつ、被災地域における被災農林漁家の就

労希望者を優先的に雇用するよう努めるものとする。なお、被災地域における被災農林漁家の雇用実績等

を把握するために、以下の内容で調査を行う場合があるので、受注者は協力に応じること。 

（１）工事着手地点における雇用見込人数 

（２）月毎の雇用実績人数 

また、受注者は被災農林漁家が工事現場に入場された場合、別紙の「被災農林漁家雇用状況報告書」

に、月毎の雇用見込人数、月毎の雇用実績人数を記載し、工事完了時に監督職員に提出すること。 

 

 

 

 

 

 

［新設］ 
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農業土木工事特記仕様書

から移行 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業土木工事特記仕様書

から移行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

 

第 2 章 土  工 

第 3節 土  工 

 

2-3-1 一般事項 

6．施工計画書 

受注者は、建設発生土処理にあたり第 1章 1-1-4 施工計画書第 1項の施工計画書の記載内容に加

えて設計図書に基づき以下の事項を施工計画書に記載しなければならない。 

 

 

第3章 無筋・鉄筋コンクリート 

第 3節 レディーミクストコンクリート 

 

3-3-2 工場の選定 

1. 一般事項 

(1)JISマーク表示認証製品を製造している工場（産業標準化法（平成30年5月改正 法律第33号）に基

づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により製品にJISマーク表示する認証を受け

た製品を製造している工場）で、かつ、コンクリートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技術

的業務を実施する能力のある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐しており、配合設計及び品

質管理等を適切に実施できる工場（全国生コンクリート品質管理監査会議の策定した統一監査基準

に基づく監査に合格した工場等）から選定しなければならない。 

 

第 4 章 材  料 

第 4節 骨  材 

 

4-4-3 アスファルト舗装用骨材 

 

表 4-7 再生砕石の粒度 

粒 度  範  囲  

(呼び名) 

ふるい目 

   の開き 

40～ 0 

(ＲＣ－40) 

30～ 0 

(ＲＣ－30) 

20～ 0 

(ＲＣ－20) 

通 過 

 53 ㎜ 100   

 37.5 ㎜ 95～100 100  

 

第 2 章 土  工 

第 3節 土  工 

 

2-3-1 一般事項 

6．施工計画書 

受注者は、建設発生土処理にあたり第 1章 1-1-1-4 施工計画書第 1項の施工計画書の記載内容に

加えて設計図書に基づき以下の事項を施工計画書に記載しなければならない。 

 

 

第3章 無筋・鉄筋コンクリート 

第 3節 レディーミクストコンクリート 

 

3-3-2 工場の選定 

1. 一般事項 

(1)JISマーク表示認証製品を製造している工場（産業標準化法（令和4年6月改正 法律第68号）に基

づき国に登録された民間の第三者機関（登録認証機関）により製品にJISマーク表示する認証を受け

た製品を製造している工場）で、かつ、コンクリートの製造、施工、試験、検査及び管理などの技術

的業務を実施する能力のある技術者（コンクリート主任技士等）が常駐しており、配合設計及び品

質管理等を適切に実施できる工場（全国生コンクリート品質管理監査会議の策定した統一監査基準

に基づく監査に合格した工場等）から選定しなければならない。 

 

第 4 章 材  料 

第 4節 骨  材 

 

4-4-3 アスファルト舗装用骨材 

 

表 4-7 再生砕石の粒度 

粒 度  範  囲  

(呼び名) 

ふるい目 

   の開き 

40～ 0 

(ＲＣ－40) 

30～ 0 

(ＲＣ－30) 

20～ 0 

(ＲＣ－20) 

通 過 

 53 ㎜ 100   

 37.5 ㎜ 95～100 100  

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改

定に伴う改定 

 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

 31.5 ㎜ － 95～100  

 26.5 ㎜ － － 100 

 19 ㎜ 50～80 55～85 95～100 

 13.2 ㎜ － － 60～90 

 4.75 ㎜ 15～40 15～45 20～50 

 2.36 ㎜ 5～25 5～30 10～35 

[注 ]再生 骨材の 粒度は 、モル タル粒 などを 含む破 砕され たまま の見掛

け の骨材 粒度を 使用す る。  

 

表 4-8 再生粒度調整砕石の粒度 

粒 度  範  囲  

(呼び名) 

ふるい目 

   の開き 

40～ 0 

(ＲＭ－40) 

30～ 0 

(ＲＭ－30) 

25～ 0 

(ＲＭ－25) 

通 

過 

質 

量 

百 

分 

率
（
％
） 

 53 ㎜ 100   

 37.5 ㎜ 95～100 100  

 31.5 ㎜ － 95～100 100 

 26.5 ㎜ － － 95～100 

 19 ㎜ 60～90 60～ 90 － 

 13.2 ㎜ － － 55～ 85 

 4.75㎜ 30～ 65 30～ 65 30～ 65 

 2.36㎜ 20～50 20～50 20～50 

 425 μm 10～30 10～30 10～30 

 75 μm 2～10 2～10 2～10 

[注 ]再生 骨材の 粒度は 、モル タル粒 などを 含む破 砕され たまま の見

掛 けの骨 材粒度 を使用 する。  

 

4-4-4 アスファルト用再生骨材 

再生加熱アスファルト混合物に用いるアスファルトコンクリート再生骨材の品質の目標値は、旧アス

ファルトの針入度による評価を実施する場合は表 4-15-1、アスファルトコンクリート再生骨材の圧裂に

よる評価を適用する場合は表 4-15-2 とし、いずれか一方の目標値に適合するものとする。 

表 4-15-1 針入度を適用するアスファルトコンクリート再生骨材の品質 

項 目  目 標値  

旧 アスフ ァルト 含有量  ％  3.8 以 上  

旧 アスフ ァルト の針入 度  （ 25℃） 1/10 ㎜  20 以 上  

 31.5 ㎜ － 95～100  

 26.5 ㎜ － － 100 

 19 ㎜ 50～80 55～85 95～100 

 13.2 ㎜ － － 60～90 

 4.75 ㎜ 15～40 15～45 20～50 

 2.36 ㎜ 5～25 5～30 10～35 

[注 ]再生 骨材の 粒度は 、モル タル粒 などを 含んだ 解砕さ れたま まの見

か けの骨 材粒度 を使用 する。  

 

表 4-8 再生粒度調整砕石の粒度 

粒 度  範  囲  

(呼び名) 

ふるい目 

   の開き 

40～ 0 

(ＲＭ－40) 

30～ 0 

(ＲＭ－30) 

25～ 0 

(ＲＭ－25) 

通 

過 

質 

量 

百 

分 

率
（
％
） 

 53 ㎜ 100   

 37.5 ㎜ 95～100 100  

 31.5 ㎜ － 95～100 100 

 26.5 ㎜ － － 95～100 

 19 ㎜ 60～90 60～ 90 － 

 13.2 ㎜ － － 55～ 85 

 4.75㎜ 30～ 65 30～ 65 30～ 65 

 2.36㎜ 20～50 20～50 20～50 

 425 μm 10～30 10～30 10～30 

 75 μm 2～10 2～10 2～10 

[注 ] 再生骨 材の粒 度は 、モル タル粒 などを 含んだ 解砕さ れたま ま

の 見かけ の骨材 粒度を 使用す る。  

 

4-4-4 アスファルト用再生骨材 

再生加熱アスファルト混合物に用いるアスファルトコンクリート再生骨材の品質は表 4-15 の規格に

適合するものとする。 

 

表 4-15 アスファルトコンクリート再生骨材の品質 

旧 アスフ ァルト 含有量  ％  3.8 以 上  

旧 アスフ ァルト の性状  
針 入度   1/10 ㎜  20 以 上  

圧 裂係数  MPa/㎜  1.70 以 下  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改

定に伴う改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改

定に伴う改定 

 

 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

骨 材の微 粒分量  ％  5 以 下  

［注 1］アスファルトコンクリート再生骨材中に含まれるアスファルトを旧アスファルト、新たに

用いるアスファルトを新アスファルトと称する。 

［注 2］アスファルトコンクリート再生骨材の旧アスファルトの含有量、針入度および骨材の微粒

分量は、実際の製造に用いる 13～0mm の粒度に適用する。なお、13mm 以下が 2種類に分級

されている場合には、それぞれの粒度区分を別々に試験して合成比率に応じて計算により

13～0mm 相当分を求めてもよい。 

［注 3］旧アスファルトの含有量および骨材の微粒分量は、アスファルトコンクリート再生骨材の

乾燥質量に対する百分率で表す。 

［注 4］骨材の微粒分量は「JIS A 1103：2014 骨材の微粒分量試験方法」により求める。 

［注 5］アスファルト混合物層の切削材は、アスファルトコンクリート再生骨材の品質に適合する

ものであれば再生加熱アスファルト混合物に利用できる。ただし、切削材は粒度がばらつ

きやすいので他のアスファルトコンクリート発生材を調整して使用することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

表 4-15-2 圧裂係数を適用するアスファルトコンクリート再生骨材の品質 

項 目  目 標値  

旧 アスフ ァルト 含有量  ％  3.8 以 上  

ア スファ ルトコ ンクリ ート再 生骨材 の圧裂 係数  

 （ 25℃ ） MPa/mm 
1.70 以下  

骨 材の微 粒分量  ％  5 以 下  

［注 1］アスファルトコンクリート再生骨材中に含まれるアスファルトを旧アスファルト、新たに

用いるアスファルトを新アスファルトと称する。 

［注 2］アスファルトコンクリート再生骨材の旧アスファルトの含有量および骨材の微粒分量は、

実際の製造に用いる 13～0mm の粒度に適用する。なお、13mm 以下が 2 種類に分級されてい

る場合には、それぞれの粒度区分を別々に試験して合成比率に応じて計算により 13～0mm

相当分を求めてもよい。 

［注 3］旧アスファルトの含有量および骨材の微粒分量は、アスファルトコンクリート再生骨材の

乾燥質量に対する百分率で表す。 

［注 4］アスファルトコンクリート再生骨材の圧裂係数を求める場合は、13～5mm と 5～0mm に分級

し、これらを質量比 1:1 に調整した上で、最大密度の測定と供試体の作製に供する。作製

した供試体の厚さは 50.0±1.0mm とし、供試体が所定の空隙率（ノギスを用いる場合は

骨 材の微 粒分量  ％  5 以 下  

［注 1］アスファルトコンクリート再生骨材中に含まれるアスファルトを旧アスファルト、新たに

用いる舗装用石油アスファルトを新アスファルトと称する。 

［注 2］アスファルトコンクリート再生骨材は、通常 20～13 ㎜、13～5㎜、5～0㎜の 3種類の粒

度や 20～13 ㎜、13～0 ㎜の 2 種類の粒度にふるい分けられるが、本表に示される規格は、

13～0 ㎜の粒度区分のものに適用する。 

［注 3］アスファルトコンクリート再生骨材の 13 ㎜以下が 2 種類にふるい分けられている場合に

は、再生骨材の製造時における各粒度区分の比率に応じて合成した試料で試験するか、

別々に試験して合成比率に応じて計算により 13～0㎜相当分を求めてもよい。また、13～0

㎜あるいは 13～5㎜、5～0㎜以外でふるい分けられている場合には、ふるい分け前の全試

料から 13～0㎜をふるい取ってこれを対象に試験を行う。 

［注 4］アスファルトコンクリート再生骨材中の旧アスファルト含有量及び 75μm を通過する量

は、アスファルトコンクリート再生骨材の乾燥質量に対する百分率で表す。 

［注 5］骨材の微粒分量試験は JIS A 1103（骨材の微粒分量試験方法）により求める。 

［注 6］アスファルト混合物層の切削材は、その品質が本表に適合するものであれば再生加熱アス

ファルト混合物に利用できる。ただし、切削材は粒度がばらつきやすいので他のアスファ

ルトコンクリート発生材を調整して使用することが望ましい 

［注 7］旧アスファルトの性状は、針入度または、圧列係数のどちらかが基準を満足すればよい。 

 

 ［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改

定に伴う改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

9%、水中の見掛け質量を用いる場合は 7%）を越えた場合圧裂試験に供することができな

い。 

［注 5］骨材の微粒分量は「JIS A 1103：2014 骨材の微粒分量試験方法」により求める。 

［注 6］アスファルト混合物層の切削材は、アスファルトコンクリート再生骨材の品質に適合する

ものであれば再生加熱アスファルト混合物に利用できる。ただし、切削材は粒度がばらつ

きやすいので他のアスファルトコンクリート発生材を調整して使用することが望ましい。 

 

4-4-6 安 定 材 

1. 瀝青材料の品質 

瀝青安定処理に使用する瀝青材料（再生舗装工法における新アスファルトを含む）の品質は、表

4-18 に示す舗装用石油アスファルトの規格及び表 4-19 に示す石油アスファルト乳剤の規格に適合す

るものとする。 

 

表 4-18 舗装用石油アスファルトの規格 

種 類 

項 目 
40～60 60～80 80～100 100～120 120～150 150～200 200～300 

針入度(25℃) 

1/10 ㎜ 

40 を超え 

60 以下 

60 を超え 

80 以下 

80 を超え 

100 以下 

100 を超

え 

120 以下 

120 を超

え 

150 以下 

150 を超

え 

200 以下 

200 を超

え 

300 以下 

軟化点 

℃ 

47.0～ 

55.0 

44.0～ 

52.0 

42.0～ 

50.0 

40.0～ 

50.0 

38.0～ 

48.0 

30.0～ 

45.0 

30.0～ 

45.0 

伸度(15℃) 

㎝ 
10 以上 100 以上 100 以上 100 以上 100 以上 100 以上 100 以上 

トルエン 

可溶分 ％ 
99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 

引火点 

℃ 
260 以上 260 以上 260 以上 260 以上 240 以上 240 以上 240 以上 

薄膜加熱質量 

変化率 ％ 
0.6 以下 0.6 以下 0.6 以下 0.6 以下 － － － 

薄膜加熱針入度 

残留率 ％ 
58 以上 55 以上 50 以上 50 以上 － － － 

蒸発後の質量 

変化率 ％ 
－ － － － 0.5 以下 1.0 以下 1.0 以下 

蒸発後の 

針入度比 ％ 
110 以下 110 以下 110 以下 110 以下 － － － 

密度(15℃) 

g/c ㎝３ 

1,000 以

上 

1,000 以

上 

1,000 以

上 

1,000 以

上 

1,000 以

上 

1,000 以

上 

1,000 以

上 

[注 1] 各種類とも 120℃、150℃、180℃のそれぞれにおける動粘度を試験表に付記する。 
[注 2] 舗装用の新アスファルトである 120～150、150～200、200～300 は、「JIS K 2207:2006 石油アス 

ファルト」とは引火点が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-4-6 安 定 材 

1. 瀝青材料の品質 

瀝青安定処理に使用する瀝青材料の品質は、表 4-18 に示す舗装用石油アスファルトの規格及び表

4-19 に示す石油アスファルト乳剤の規格に適合するものとする。 

 

 

表 4-18 舗装用石油アスファルトの規格 

種 類 

項 目 
40～60 60～80 80～100 100～120 120～150 150～200 200～300 

針入度(25℃) 

1/10 ㎜ 

40 を超え 

60 以下 

60 を超え 

80 以下 

80 を超え 

100 以下 

100 を超

え 

120 以下 

120 を超

え 

150 以下 

150 を超

え 

200 以下 

200 を超

え 

300 以下 

軟化点 

℃ 

47.0～ 

55.0 

44.0～ 

52.0 

42.0～ 

50.0 

40.0～ 

50.0 

38.0～ 

48.0 

30.0～ 

45.0 

30.0～ 

45.0 

伸度(15℃) 

㎝ 
10 以上 100 以上 100 以上 100 以上 100 以上 100 以上 100 以上 

トルエン 

可溶分 ％ 
99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 99.0 以上 

引火点 

℃ 
260 以上 260 以上 260 以上 260 以上 240 以上 240 以上 240 以上 

薄膜加熱質量 

変化率 ％ 
0.6 以下 0.6 以下 0.6 以下 0.6 以下 － － － 

薄膜加熱針入度 

残留率 ％ 
58 以上 55 以上 50 以上 50 以上 － － － 

蒸発後の質量 

変化率 ％ 
－ － － － 0.5 以下 1.0 以下 1.0 以下 

蒸発後の 

針入度比 ％ 
110 以下 110 以下 110 以下 110 以下 － － － 

密度(15℃) 

g/c ㎝３ 

1,000 以

上 

1,000 以

上 

1,000 以

上 

1,000 以

上 

1,000 以

上 

1,000 以

上 

1,000 以

上 

[注] 各種類とも 120℃、150℃、180℃のそれぞれにおける動粘度を試験表に付記する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改

定に伴う改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

 

 

第 6節 鋼  材 

 

4-6-5 鋳鉄品、鋳鋼品及び鍛鋼品 

鋳鉄品、鋳鋼品及び鍛鋼品は、以下の規格に適合するものとする。 

［削除］ 

 

第 9節 瀝青材料 

 

4-9-3 再生用添加剤 

表 4-29 再生用添加剤の標準的性状 

プラント再生用 

項   目 標準的性状 

動  粘  度(60℃)  ㎜ 2/ S 80～1,000 

引  火  点  ℃ 250 以上 

薄膜加熱後の粘度比(60℃) 2 以下 

薄膜加熱質量変化率 ％ -3  ～  +3 

密     度(15℃) g/㎤ 報告 

組 成（石油学会規格 JPI-5S-77-19） 報告 

[注]密度は、旧アスファルトとの分離などを防止するため 0.95g/㎤とすることが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6節 鋼  材 

 

4-6-5 鋳鉄品、鋳鋼品及び鍛鋼品 

鋳鉄品、鋳鋼品及び鍛鋼品は、以下の規格に適合するものとする。 

JIS G 5525（排水用鋳鉄管） 

 

第 9節 瀝青材料 

 

4-9-3 再生用添加剤 

表 4-29 再生用添加剤の標準的性状 

プラント再生用 

項   目 標準的性状 

動  粘  度(60℃)  ㎜ 2/ S 80～1,000 

引  火  点  ℃ 250 以上 

薄膜加熱後の粘度比(60℃) 2 以下 

薄膜加熱質量変化率 ％ -3  ～  +3 

密     度(15℃) g/㎤ 報告 

組 成 分 析 報告 

[注]密度は、旧アスファルトとの分離などを防止するため 0.95g/㎤とすることが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改

定に伴う改定 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改

定に伴う改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

 

第 13 節 道路標識及び区画線 

 

4-13-2 区 画 線 

2．道路区画線の材料規格及び使用量 

道路区画線の材料規格及び 1,000m 当たり使用量は、下記のとおりとする。 

施 工 区 分 型 式 幅 厚 さ ペイント ビーズ 規  格 摘  要 

  常温式 15 ㎝   48 ㍑ 37 ㎏ JIS K 5665 1 種 2 号  

  加熱式 15 ㎝   67 ㍑ 56 ㎏ JIS K 5665 2 種 2 号  

  加熱式 20 ㎝   88 ㍑ 75 ㎏ JIS K 5665 2 種 2 号  

  加熱式 25 ㎝  111 ㍑ 93 ㎏ JIS K 5665 2 種 2 号  

  溶融式 15 ㎝ 1.0 ㎜ 315 ㎏ 20 ㎏ JIS K 5665 3 種 1 号  

  溶融式 15 ㎝ 1.2 ㎜ 378 ㎏ 20 ㎏ JIS K 5665 3 種 1 号  

  溶融式 20 ㎝ 1.0 ㎜ 420 ㎏ 27 ㎏ JIS K 5665 3 種 1 号  

  溶融式 20 ㎝ 1.2 ㎜ 504 ㎏ 27 ㎏ JIS K 5665 3 種 1 号  

 中央帯ハッチ 常温式 15 ㎝   48 ㍑ 37 ㎏ JIS K 5665 1 種 2 号  

 横 断 線 溶融式 15 ㎝ 1.5 ㎜ 473 ㎏ 20 ㎏ JIS K 5665 3 種 1 号 横断歩道を含む 

 路 面 標 示 溶融式 15 ㎝ 1.5 ㎜ 473 ㎏ 20 ㎏ JIS K 5665 3 種 1 号  

 

 

 

第 5 章 土木工事共通 

第 3節 適用すべき諸基準 

 

国土交通省 仮締切堤設置基準（案）             （令和 6 年 3月一部改正） 

日本道路協会 舗装再生便覧                       （令和 6年 3 月） 

厚生労働省 手すり先行工法等に関するガイドライン        （令和 5年 12 月） 

 

第 4節 共通的工種 

 

5-4-25 銘板工 開発局独自 

1. 橋歴板工 

（1）受注者は、橋歴板に用いる材質は表面に透明の高耐候性フィルムにより被覆したアルミニウム板

（JIS H 4000 A 5052 P）を標準とする。また、橋歴板に用いる色は黒地に金色とすることとし、

縁についても同様に金色とする。なお、寸法及び記載事項は、図 5-2 によらなければならない。た

 

第 13 節 道路標識及び区画線 

 

4-13-2 区 画 線 

2．道路区画線の材料規格及び使用量 

道路区画線の材料規格及び 1,000m 当たり使用量は、下記のとおりとする。 

施 工 区 分 型 式 幅 厚 さ ペイント ビーズ 規  格 摘  要 

  常温式 15 ㎝   48 ㍑ 37 ㎏ JIS K 5665 1 種 2 号  

  加熱式 15 ㎝   67 ㍑ 56 ㎏ JIS K 5665 2 種 2 号  

  加熱式 20 ㎝   88 ㍑ 75 ㎏ JIS K 5665 2 種 2 号  

  加熱式 25 ㎝  111 ㍑ 93 ㎏ JIS K 5665 2 種 2 号  

  溶融式 15 ㎝ 1.0 ㎜ 315 ㎏ 20 ㎏ JIS K 5665 3 種 1 号  

  溶融式 15 ㎝ 1.2 ㎜ 378 ㎏ 20 ㎏ JIS K 5665 3 種 1 号  

  溶融式 20 ㎝ 1.0 ㎜ 420 ㎏ 27 ㎏ JIS K 5665 3 種 1 号  

  溶融式 20 ㎝ 1.2 ㎜ 504 ㎏ 27 ㎏ JIS K 5665 3 種 1 号  

 中央帯ハッチ 常温式 15 ㎝   48 ㍑ 37 ㎏ JIS K 5665 1 種 2 号  

 横 断 線 溶融式 15 ㎝ 1.5 ㎜ 473 ㎏ 20 ㎏ JIS K 5665 3 種 1 号 横断歩道を除く 

 路 面 標 示 溶融式 15 ㎝ 1.5 ㎜ 473 ㎏ 20 ㎏ JIS K 5665 3 種 1 号  

 横 断 歩 道 溶融式 15 ㎝ 1.5 ㎜ 473 ㎏ 
専用散布材 

20 ㎏ 
JIS K 5665 3 種 1 号  

 

 

第 5 章 土木工事共通 

第 3節 適用すべき諸基準 

 

国土交通省 仮締切堤設置基準（案）             （平成 26 年 12 月一部改正） 

日本道路協会 舗装再生便覧                       （平成 22 年 12 月） 

厚生労働省 手すり先行工法等に関するガイドライン         （平成 21 年 4 月） 

 

第 4節 共通的工種 

 

5-4-25 銘板工 開発局独自 

1. 橋歴板工 

（1）受注者は、橋歴板の作成については、材質は JIS H 2202（鋳鉄用銅合金地金）による鋳鉄を使用

し、寸法及び記載事項は、図 5-2 によらなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

道路・河川工事仕様書と

の整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

諸基準類の改定に伴う改

定 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改

定に伴う改定 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

だし、記載する技術者等の氏名について、これにより難い場合は監督職員と協議しなければならな

い。 

コンクリート橋 

 

図 5-2 

 

5-4-32 構造物打ち継ぎ目防水工（スプレー防水） 

(6)塗膜の一般物性は、下表の規格を満足するものとする。 
表 5-11 塗膜の規格値 

 

項 目 単 位 規格値 測 定 方 法 備 考 

引張強さ N/㎝２ 700 以上(71.3kg f) JIS K 7312-5  

伸  び ％ 350 以上 JIS K 7312-5  

引裂強さ N/㎝ 300 以上 JIS K 7312-6  

 一体性（付着強さ） 
Nmm 

N/mm2 

0.40 以上 
JIS K 6256-2（ピール試

験） 

いずれかの方法で確認

し、それ以外の調査に

より実施する場合は、

監督職員と協議するこ

と。 

0.70 以上 
JIS A 6021（建築防水基

準） 

 

 

 

コンクリート橋 

 

図 5-2 

 

5-4-32 構造物打ち継ぎ目防水工（スプレー防水） 

(6)塗膜の一般物性は、下表の規格を満足するものとする。 
表 5-11 塗膜の規格値 

項 目 単 位 規格値 測 定 方 法 備 考 

比  重 25/25℃ 0.95 以上 JIS K 7112   

硬  さ Shore A 80 以下 JIS K 7312 7  

引張強さ N/㎝２ 700 以上 JIS K 7312 5  

伸  び ％ 350 以上 JIS K 7312 5  

引裂強さ N/㎝ 300 以上 JIS K 7312 6  

接 着 性 N/㎝ 40 以上 JIS K 6256 に準拠 90 ピール試験 対コンクリート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路・河川工事仕様書と

の整合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

 
(7)各塗膜の使用量は､下記を標準とする。 

 

材  料 使 用 量（kg/m2） 

プライマー 0.2 

防 水 塗 膜 5.5 

トップコート 0.2 

 
 

第 7節 一般舗装工 

5-7-3 アスファルト舗装の材料 

11．アスファルト安定処理の材料規格 

加熱アスファルト安定処理に使用する製鋼スラグは第4章4-4-3アスファルト舗装用骨材 6. 製鋼

スラグの規格（加熱アスファルト混合物用、瀝青安定処理用）の表4-13製鋼スラグの規格に適合しな

ければならない。 

    また、アスファルトコンクリート再生骨材は第4章4-4-4アスファルト用再生骨材の表4-15-1針入度

を適用するアスファルトコンクリート再生骨材の品質、表4-15-2圧裂係数を適用するアスファルトコ

ンクリート再生骨材の品質のいずれか一方の目標値に適合するものとする。 

 

［削除］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7)各塗膜の使用量は､下記を標準とする。 
 

材  料 使 用 量 

目 地充填材 9.5 ㎏/10m 

防 水 塗 膜 

（防水用スプレー） 

27.5 ㎏/10m 

（5.5 ㎏/㎡） 

プライマー､仕上げ用塗料の標準使用量は 0.3kg/㎡とする。 
 

 

第 7節 一般舗装工 

5-7-3 アスファルト舗装の材料 

加熱アスファルト安定処理に使用する製鋼スラグ及びアスファルトコンクリート再生骨材は表 5-

18、表 5-19 の規格に適合しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

表 5-18 鉄鋼スラグの品質規格 

材    料     名  呼び名 
表乾密度 

（g/㎤） 

吸水率

（％） 

すりへり減

量（％） 

水  浸  

膨張比（％） 

クラッシャラン 

製鋼スラグ 
ＣＳＳ － －  50 以下 2.0 以下 

単粒度製鋼スラグ ＳＳ 2.45 以上 3.0 以下 30 以下 2.0 以下 

［注］水 浸膨張 比の規格 は、 3 ヵ月 以上通 常エ ージン グした 後の製 鋼スラ グに適 す

る 。  

ま た、試 験方法 は舗装 調査・ 試験法 便覧  B014 を参 照する 。  

 

表 5-19 アスファルトコンクリート再生骨材の品質 

旧アスファルトの含有量 ％ 3.8 以上 

旧アスファルトの性状 
針 入 度 ｌ/10 ㎜ 20 以上 

圧 裂 係 数 MPa/㎜ 1.70 以下 

骨材の微粒分量 ％ 5 以下 

［注 1］アスファルトコンクリート再生骨材中に含まれるアスファルトを旧アスファルト、新た

に用いる舗装用石油アスファルトを新アスファルトと称する。 

 

 

道路・河川工事仕様書と

の整合 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改

定に伴う改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15．適用規定（再生アスファルト（2）） 

再生アスファルト混合物及び材料の規格は、舗装再生便覧（日本道路協会、令和 6 年 3 月）によ

る。 

 

21．マーシャル安定度試験 

表 5-18、表 5-19 に示す種類以外の混合物のマーシャル安定度試験の基準値及び粒度範囲は、設計

図書によらなければならない。 

表 5-18 マーシャル安定度試験基準値 開発局独自 

表 5-19 アスファルト混合物の種類と粒度範囲 開発局独自 

 

 

5-7-7 アスファルト舗装工 

3．セメント及び石灰安定処理の規定 

(3)セメント量及び石灰量決定の基準とする一軸圧縮強さは、設計図書に示す場合を除き、表5-20の規

格による。 

表 5-20 安定処理路盤の品質規格 

 

 

［注 2］アス ファル トコ ンクリ ート再 生骨材 は、通 常 20～ 30 ㎜、 13～ 5 ㎜、 5～

0 ㎜の 3 種類 の粒度や 20～ 13 ㎜ 、 13～ 0 ㎜ の 2 種 類の粒 度にふ るい分 け

ら れるが 、本表 に示さ れる規 格は、 13～ 0 ㎜ の粒度 区分の ものに 適用す

る 。  

［注 3］アスファルトコンクリート再生骨材の 13 ㎜以 下が 2 種類に ふるい 分けら れてい

る 場合に は、再生骨材の製造時における各粒度区分の比率に応じて合成した試料で試験

するか、別々に試験して合成比率に応じて計算により 13～ 0 ㎜相当 分を求 めて もよ

い 。また 、 13～ 0 ㎜ ある いは 13～ 5 ㎜ 、 5～ 0 ㎜以 外でふ るい分 けら れて

い る場合 には、 ふるい 分け前 の全試 料から 13～ 0 ㎜をふ るい取 ってこ れ

を 対象に 試験を 行う。  

［注 4］アスファルトコンクリート再生骨材中の旧アスファルト含有量及び 75μ m を 通過す る

量 は、アスファルトコンクリート再生骨材の乾燥質量に対する百分率で表す。 

［注 5］ 骨材の 微粒分量 試験は 「 JIS A 1103:2003 骨 材の微 粒分量 試験方 法」に

よ り求め る。  

［注 6］アスファルト混合物層の切削材は、その品質が本表に適合するものであれば再生加熱ア

スファルト混合物に利用できる。ただし、切削材は粒度がばらつきやすいので他のアスフ

ァルトコンクリート発生材を調整して使用することが望ましい。 

［注 7］旧アスファルトの性状は、針入度または、圧列係数のどちらかが基準を満足すればよ

い。 

 

15．適用規定（再生アスファルト（2）） 

再生アスファルト混合物及び材料の規格は、舗装再生便覧（日本道路協会、平成 22 年 11 月）によ

る。 

 

21．マーシャル安定度試験 

表 5-20、表 5-19 に示す種類以外の混合物のマーシャル安定度試験の基準値及び粒度範囲は、設計

図書によらなければならない。 

表 5-20 マーシャル安定度試験基準値 開発局独自 

表 5-21 アスファルト混合物の種類と粒度範囲 開発局独自 

 

 

5-7-7 アスファルト舗装工 

3．セメント及び石灰安定処理の規定 

(3)セメント量及び石灰量決定の基準とする一軸圧縮強さは、設計図書に示す場合を除き、表5-22の規

格による。 

表 5-22 安定処理路盤の品質規格 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

諸基準類の改定に伴う改

定 

 

 

図表削除による番号修正 

 

 

 

 

 

 

 

図表削除による番号修正 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

 

4．加熱アスファルト安定処理の規格 

(1)加熱アスファルト安定処理路盤材は、表5-21に示すマーシャル安定度試験基準値に適合するものと

する。供試体の突固め回数は両面各々50回とするものとする。 

表5-21 マーシャル安定度試験基準値 

 

5-7-8 半たわみ性舗装工 

4．適用規定 

受注者は、半たわみ性舗装工の施工にあたっては、「舗装施工便覧第 9章 9-4-1 半たわみ性舗

装工」（日本道路協会、平成 18 年 2月）の規定、「舗装施工便覧 第 5章及び第 6 章 構築路床・路

盤の施工及びアスファルト・表層の施工」（日本道路協会、平成 18 年 2 月）の規定、「アスファルト

舗装工事共通仕様書解説第 10 章 10-3-7 施工」（日本道路協会、平成 4年 12 月）の規定、「舗装

再生便覧第 2章 2-7 施工」（日本道路協会、令和 6 年 3 月）の規定による。これにより難い場合

は、監督職員の承諾を得なければならない。 

 

5-7-9 排水性舗装工 

2．適用規定（2） 

受注者は、排水性舗装工の施工については、「舗装施工便覧 第 7章 ポーラスアスファルト混合

物の施工、第 9 章 9-3-1 排水機能を有する舗装」（日本道路協会、平成 18 年 2月）の規定、「舗

装再生便覧 2-7 施工」（日本道路協会、令和 6年 3月）の規定による。これにより難い場合は、監督

職員の承諾を得なければならない。 

 

3．バインダ（アスファルト）の標準的性状 

ポーラスアスファルト混合物に用いるバインダ（アスファルト）はポリマー改質アスファルトＨ

型とし、表 5-22 の標準的性状を満足するものでなければならない。 

表 5-22 ポリマー改質アスファルト H 型の標準的性状 

 

4．タックコートに用いる瀝青材 

タックコートに用いる瀝青材は、原則としてゴム入りアスファルト乳剤（PKR-T）を使用すること

とし、表 5-23 の標準的性状を満足するものでなければならない。 

表 5-23 アスファルト乳剤の標準的性状 

 

5．ポーラスアスファルト混合物の配合 

ポーラスアスファルト混合物配合及び、目標については、表 5-24 を標準とし、表 5-25 に示す目

標値を満足するように決定する。 

表 5-24 ポーラスアスファルト混合物の標準的な粒度範囲 開発局独自 

表 5-25 ポーラスアスファルト混合物の目標値 開発局独自 

 

 

4．加熱アスファルト安定処理の規格 

(1)加熱アスファルト安定処理路盤材は、表5-23に示すマーシャル安定度試験基準値に適合するものと

する。供試体の突固め回数は両面各々50回とするものとする。 

表5-23 マーシャル安定度試験基準値 

 

5-7-8 半たわみ性舗装工 

4．適用規定 

受注者は、半たわみ性舗装工の施工にあたっては、「舗装施工便覧第 9章 9-4-1 半たわみ性舗

装工」（日本道路協会、平成 18 年 2月）の規定、「舗装施工便覧 第 5章及び第 6 章 構築路床・路

盤の施工及びアスファルト・表層の施工」（日本道路協会、平成 18 年 2 月）の規定、「アスファルト

舗装工事共通仕様書解説第 10 章 10-3-7 施工」（日本道路協会、平成 4年 12 月）の規定、「舗装

再生便覧第 2章 2-7 施工」（日本道路協会、平成 22 年 11 月）の規定による。これにより難い場

合は、監督職員の承諾を得なければならない。 

 

5-7-9 排水性舗装工 

2．適用規定（2） 

受注者は、排水性舗装工の施工については、「舗装施工便覧 第 7章 ポーラスアスファルト混合

物の施工、第 9 章 9-3-1 排水機能を有する舗装」（日本道路協会、平成 18 年 2月）の規定、「舗

装再生便覧 2-7 施工」（日本道路協会、平成 22 年 11 月）の規定による。これにより難い場合は、監

督職員の承諾を得なければならない。 

 

3．バインダ（アスファルト）の標準的性状 

ポーラスアスファルト混合物に用いるバインダ（アスファルト）はポリマー改質アスファルトＨ

型とし、表 5-24 の標準的性状を満足するものでなければならない。 

表 5-24 ポリマー改質アスファルト H 型の標準的性状 

 

4．タックコートに用いる瀝青材 

タックコートに用いる瀝青材は、原則としてゴム入りアスファルト乳剤（PKR-T）を使用すること

とし、表 5-25 の標準的性状を満足するものでなければならない。 

表 5-25 アスファルト乳剤の標準的性状 

 

5．ポーラスアスファルト混合物の配合 

ポーラスアスファルト混合物配合及び、目標については、表 5-26 を標準とし、表 5-27 に示す目

標値を満足するように決定する。 

表 5-26 ポーラスアスファルト混合物の標準的な粒度範囲 開発局独自 

表 5-27 ポーラスアスファルト混合物の目標値 開発局独自 
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5-7-11 グースアスファルト舗装工 

6．接着剤の塗布 

(2)接着剤の規格は表 5-26、表 5-27 を満足するものでなければならない。 

表 5-26 接着剤の規格鋼床版用 

表 5-27 接着剤の規格コンクリート床版用 

 

8．グースアスファルトの示方配合 

(1)骨材の標準粒度範囲は表5-28に適合するものとする。 

表 5-28 骨材の標準粒度範囲 

(2)標準アスファルト量の規格は表5-29に適合するものとする。 

表5-29 標準アスファルト量 

 

9．設計アスファルト量の決定 

(1)示方配合されたアスファルトプラントにおけるグースアスファルト混合物は表5-30の基準値を満

足するものでなければならない。 

    表 5-30 アスファルトプラントにおけるゲースアスファルト混合物の基準値 

 

11．混合物の製造 

(1)アスファルトプラントにおけるグースアスファルトの標準加熱温度は表5-31を満足するものとす

る。 

表 5-31 アスファルトプラントにおける標準加熱温度 

 

13．目地工の施工 

(4)成型目地材はそれを溶融して試験した時、注入目地材は、表5-32の規格を満足するものでなければ

ならない。 

表 5-32 目地材の規格 

 

5-7-12 コンクリート舗装工  

3．セメント及び石灰安定処理の規定 

(3)セメント量及び石灰量決定の基準とする一軸圧縮強さは、設計図書に示す場合を除き、表5-33、表

5-34の規格に適合するものとする。 

表 5-33 安定処理路盤（下層路盤）の品質規格 

表 5-34 安定処理路盤（上層路盤）の品質規格 

 

4．加熱アスファルト安定処理の規定 

(1)加熱アスファルト安定処理路盤材は、表5-35に示すマーシャル安定度試験基準値に適合するものと

する。供試体の突固め回数は両面各々50回とする。 

 

5-7-11 グースアスファルト舗装工 

6．接着剤の塗布 

(2)接着剤の規格は表 5-28、表 5-28(1)を満足するものでなければならない。 

表 5-28 接着剤の規格鋼床版用 

表 5-28(1) 接着剤の規格コンクリート床版用 

 

8．グースアスファルトの示方配合 

(1)骨材の標準粒度範囲は表5-29に適合するものとする。 

表 5-29 骨材の標準粒度範囲 

(2)標準アスファルト量の規格は表5-30に適合するものとする。 

表5-30 標準アスファルト量 

 

9．設計アスファルト量の決定 

(1)示方配合されたアスファルトプラントにおけるグースアスファルト混合物は表5-31の基準値を満

足するものでなければならない。 

    表 5-31 アスファルトプラントにおけるゲースアスファルト混合物の基準値 

 

11．混合物の製造 

(1)アスファルトプラントにおけるグースアスファルトの標準加熱温度は表5-32を満足するものとす

る。 

表 5-32 アスファルトプラントにおける標準加熱温度 

 

13．目地工の施工 

(4)成型目地材はそれを溶融して試験した時、注入目地材は、表5-33の規格を満足するものでなければ

ならない。 

表 5-33 目地材の規格 

 

5-7-12 コンクリート舗装工  

3．セメント及び石灰安定処理の規定 

(3)セメント量及び石灰量決定の基準とする一軸圧縮強さは、設計図書に示す場合を除き、表5-34、表

5-35の規格に適合するものとする。 

表 5-34 安定処理路盤（下層路盤）の品質規格 

表 5-35 安定処理路盤（上層路盤）の品質規格 

 

4．加熱アスファルト安定処理の規定 

(1)加熱アスファルト安定処理路盤材は、表5-36に示すマーシャル安定度試験基準値に適合するものと

する。供試体の突固め回数は両面各々50回とする。 
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表5-35 マーシャル安定度試験基準値 

 

6．コンクリートの配合基準 

コンクリート舗装で使用するコンクリートの配合基準は、表 5-36 の規格に適合するものとする。 

表 5-36 コンクリートの配合基準 

 

7．材料の質量計量誤差 

コンクリート舗装で使用するコンクリートの材料の質量計量誤差は 1 回計量分量に対し、表 5-37

の許容誤差の範囲内とするものとする。 

表 5-37 計量誤差の許容値 

 

13．転圧コンクリート舗装の規定 

(2)転圧コンクリート舗装において、下層路盤、上層路盤にセメント安定処理工を使用する場合、セメ

ント安定処理混合物の品質規格は設計図書に示す場合を除き、表5-33、表5-34 に適合するものとす

る。ただし、これまでの実績がある場合で、設計図書に示すセメント安定処理混合物の路盤材が、

基準を満足することが明らかであり監督職員が承諾した場合には、一軸圧縮試験を省略することが

できる。 

 

(4)受注者は、「転圧コンクリート舗装技術指針（案）4-2配合条件」（日本道路協会、平成2年11月）の

一般的手順に従って配合設計を行い、細骨材率、単位水量、単位セメント量を求めて理論配合を決

定しなければならない。その配合に基づき使用するプラントにおいて試験練りを実施し、所要の品

質が得られることを確かめ示方配合を決定し、監督職員の承諾を得なければならない。 

示方配合の標準的な表し方は、設計図書に示さない場合は表 5-38 によるものとする。 

表 5-38 示方配合表 

 

14．コンクリート舗装目地の規定 

(9)注入目地材（加熱施工式）の品質は、表5-39を標準とする。 

表 5-39 注入目地材（加熱施工式）の品質 

 

第 11 節 仮 設 工 

 

5-11-5 土留・仮締切工 

3．適用規定 

受注者は、河川堤防の開削をともなう施工にあたり、仮締切を設置する場合には、「仮締切堤設置

基準（案）」（国土交通省、令和 6年 3月一部改正）の規定による。 

 

 

 

表5-36 マーシャル安定度試験基準値 

 

6．コンクリートの配合基準 

コンクリート舗装で使用するコンクリートの配合基準は、表 5-37 の規格に適合するものとする。 

表 5-37 コンクリートの配合基準 

 

7．材料の質量計量誤差 

コンクリート舗装で使用するコンクリートの材料の質量計量誤差は 1 回計量分量に対し、表 5-38

の許容誤差の範囲内とするものとする。 

表 5-38 計量誤差の許容値 

 

 

13．転圧コンクリート舗装の規定 

(2)転圧コンクリート舗装において、下層路盤、上層路盤にセメント安定処理工を使用する場合、セメ

ント安定処理混合物の品質規格は設計図書に示す場合を除き、表5-27、表5-28 に適合するものとす

る。ただし、これまでの実績がある場合で、設計図書に示すセメント安定処理混合物の路盤材が、

基準を満足することが明らかであり監督職員が承諾した場合には、一軸圧縮試験を省略することが

できる。 

 

(4)受注者は、「転圧コンクリート舗装技術指針（案）4-2配合条件」（日本道路協会、平成2年11月）の

一般的手順に従って配合設計を行い、細骨材率、単位水量、単位セメント量を求めて理論配合を決

定しなければならない。その配合に基づき使用するプラントにおいて試験練りを実施し、所要の品

質が得られることを確かめ示方配合を決定し、監督職員の承諾を得なければならない。 

示方配合の標準的な表し方は、設計図書に示さない場合は表 5-39 によるものとする。 

表 5-39 示方配合表 

 

14．コンクリート舗装目地の規定 

(9)注入目地材（加熱施工式）の品質は、表5-40を標準とする。 

表 5-40 注入目地材（加熱施工式）の品質 

 

第 11 節 仮 設 工 

 

5-11-5 土留・仮締切工 

3．適用規定 

受注者は、河川堤防の開削をともなう施工にあたり、仮締切を設置する場合には、「仮締切堤設置

基準（案）」（国土交通省、平成 22 年 6 月）の規定による。 
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5-11-23 足 場 工 

受注者は、足場工の施工にあたり、「手すり先行工法等に関するガイドライン」（厚生労働省、令和 5

年 12 月）によるものとし、足場の組立、解体、変更の作業時及び使用時には、常時、全ての作業床に

おいて二段手すり及び幅木の機能を有するものを設置しなければならない。 

 

第 13 節 工場製作工（共通） 

 

5-13-2 材  料 

3．溶接部材 

受注者は、溶接材料の使用区分を表 5-40 に従って設定しなければならない。 

表 5-40 溶接材料区分 

 

4．被覆アーク溶接棒 

受注者は、被覆アーク溶接棒を表 5-41 に従って乾燥させなければならない。 

表 5-41 溶接棒乾燥の温度と時間 

 

5．サブマージアーク溶接に用いるフラックス 

受注者は、サブマージアーク溶接に用いるフラックスを表 5－42 に従って乾燥させなければなら

ない。 

表 5-42 フラックスの乾燥の温度と時間 

 

7．工場塗装工の材料 

受注者は、多液形塗料の可使時間は、表5-43の基準を遵守しなければならない。 

表 5-43 多液形塗料の可使時間 

 

5-13-3 桁製作工 

1．製作加工 

(2)工作 

⑦受注者は、主要部材において冷間曲げ加工を行う場合、内側半径は板厚の15倍以上にしなければ

ならない。なお、これにより難い場合は、設計図書に関して監督職員の承諾を得なければならない。 

ただし、JIS Z 2242（金属材料のシャルピー衝撃試験方法）に規定するシャルピー衝撃試験の結

果が表 5-44 に示す条件を満たし、かつ化学成分中の窒素が 0.006％を超えない材料については、

内側半径を板厚の 7倍以上または 5 倍以上とすることができる。 

表 5-44 シャルピー吸収エネルギーに対する冷間曲げ加工半径の許容値 

 

 

 

 

5-11-23 足 場 工 

受注者は、足場工の施工にあたり、「手すり先行工法等に関するガイドライン」（厚生労働省、平成 21

年 4月）によるものとし、足場の組立、解体、変更の作業時及び使用時には、常時、全ての作業床にお

いて二段手すり及び幅木の機能を有するものを設置しなければならない。 

 

第 13 節 工場製作工（共通） 

 

5-13-2 材  料 

3．溶接部材 

受注者は、溶接材料の使用区分を表 5-41 に従って設定しなければならない。 

表 5-41 溶接材料区分 

 

4．被覆アーク溶接棒 

受注者は、被覆アーク溶接棒を表 5-42 に従って乾燥させなければならない。 

表 5-42 溶接棒乾燥の温度と時間 

 

5．サブマージアーク溶接に用いるフラックス 

受注者は、サブマージアーク溶接に用いるフラックスを表 5－43 に従って乾燥させなければなら

ない。 

表 5-43 フラックスの乾燥の温度と時間 

 

7．工場塗装工の材料 

受注者は、多液形塗料の可使時間は、表5-44の基準を遵守しなければならない。 

表 5-44 多液形塗料の可使時間 

 

5-13-3 桁製作工 

1．製作加工 

(2)工作 

⑦受注者は、主要部材において冷間曲げ加工を行う場合、内側半径は板厚の15倍以上にしなければ

ならない。なお、これにより難い場合は、設計図書に関して監督職員の承諾を得なければならない。 

ただし、JIS Z 2242（金属材料のシャルピー衝撃試験方法）に規定するシャルピー衝撃試験の結

果が表 5-45 に示す条件を満たし、かつ化学成分中の窒素が 0.006％を超えない材料については、

内側半径を板厚の 7倍以上または 5 倍以上とすることができる。 

表 5-45 シャルピー吸収エネルギーに対する冷間曲げ加工半径の許容値 
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(8)予 熱 

受注者は、鋼種及び溶接方法に応じて、溶接線の両側 100 ㎜範囲の母材を表 5-45 の条件を満たす

場合に限り、表 5-46 により予熱することを標準とする。 

なお、鋼材の PCM 値を低減すれば予熱温度を低減できる｡この場合の予熱温度は表 5-45 とする｡ 

表 5-45 予熱温度の標準を適用する場合の PCMの条件 

表 5-46 予熱温度の標準 

 

(11)溶接の検査 

①受注者は、工場で行う突合せ溶接継手のうち主要部材の突合わせ継手を、放射線透過試験、超音

波探傷試験で、表5-47に示す1グループごとに1継手の抜取り検査を行わなければならない。 

ただし、監督職員の指示がある場合には、それによるものとする。 

表 5-47 主要部材の完全溶込みの突合せ継手の非破壊試験検査率 

②受注者は、現場溶接を行う完全溶込みの突合せ溶接継手のうち、鋼製橋脚のはり及び柱、主桁の

フランジ及び腹板、鋼床版のデッキプレートの溶接部については、表5-48に示す非破壊試験に従い

行わなければならない。 

表 5-48 現場溶接を行う完全溶込みの突合せ溶接継手の非破壊試験検査率 

 

(12)欠陥部の補修 

受注者は、欠陥部の補修を行わなければならない。この場合、補修によって母材に与える影響を検

討し、注意深く行うものとする。 

補修方法は、表 5-49 に示すとおり行うものとする。これ以外の場合は、設計図書に関して監督職

員の承諾を得なければならない。なお、補修溶接のビードの長さは 40 ㎜以上とし、補修にあたって

は予熱等の配慮を行うものとする。 

表 5-49 欠陥の補修方法 

 

(13)ひずみとり 

受注者は、溶接によって部材の変形が生じた場合、プレスまたはガス炎加熱法等によって矯正しな

ければならない。ただし、ガス炎加熱法によって矯正する場合の鋼材表面温度及び冷却法は、表 5-50

によるものとする。 

表 5-50 ガス炎加熱法による線状加熱時の鋼材表面温度及び冷却法 

 

2．ボルトナット 

(1)ボルト孔の径は、表5-51に示すとおりとする。 

表 5－51 ボルト孔の径 

 

(2)ボルト孔の径の許容差は、表5-52に示すとおりとする。 

ただし、摩擦接合の場合は 1 ボルト群の 20％に対しては＋1.0 ㎜まで良いものとする。 

 

(8)予 熱 

受注者は、鋼種及び溶接方法に応じて、溶接線の両側 100 ㎜範囲の母材を表 5-46 の条件を満たす

場合に限り、表 5-47 により予熱することを標準とする。 

なお、鋼材の PCM 値を低減すれば予熱温度を低減できる｡この場合の予熱温度は表 5-46 とする｡ 

表 5-46 予熱温度の標準を適用する場合の PCMの条件 

表 5-47 予熱温度の標準 

 

(11)溶接の検査 

①受注者は、工場で行う突合せ溶接継手のうち主要部材の突合わせ継手を、放射線透過試験、超音

波探傷試験で、表5-48に示す1グループごとに1継手の抜取り検査を行わなければならない。 

ただし、監督職員の指示がある場合には、それによるものとする。 

表 5-48 主要部材の完全溶込みの突合せ継手の非破壊試験検査率 

②受注者は、現場溶接を行う完全溶込みの突合せ溶接継手のうち、鋼製橋脚のはり及び柱、主桁の

フランジ及び腹板、鋼床版のデッキプレートの溶接部については、表5-49に示す非破壊試験に従い

行わなければならない。 

表 5-49 現場溶接を行う完全溶込みの突合せ溶接継手の非破壊試験検査率 

 

(12)欠陥部の補修 

受注者は、欠陥部の補修を行わなければならない。この場合、補修によって母材に与える影響を検

討し、注意深く行うものとする。 

補修方法は、表 5-50 に示すとおり行うものとする。これ以外の場合は、設計図書に関して監督職

員の承諾を得なければならない。なお、補修溶接のビードの長さは 40 ㎜以上とし、補修にあたって

は予熱等の配慮を行うものとする。 

表 5-50 欠陥の補修方法 

 

(13)ひずみとり 

受注者は、溶接によって部材の変形が生じた場合、プレスまたはガス炎加熱法等によって矯正しな

ければならない。ただし、ガス炎加熱法によって矯正する場合の鋼材表面温度及び冷却法は、表 5-51

によるものとする。 

表 5-51 ガス炎加熱法による線状加熱時の鋼材表面温度及び冷却法 

 

2．ボルトナット 

(1)ボルト孔の径は、表5-52に示すとおりとする。 

表 5－52 ボルト孔の径 

 

(2)ボルト孔の径の許容差は、表5-53に示すとおりとする。 

ただし、摩擦接合の場合は 1 ボルト群の 20％に対しては＋1.0 ㎜まで良いものとする。 

 

 

図表削除による番号修正 

 

 

 

 

 

 

図表削除による番号修正 
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図表削除による番号修正 
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表 5-52 ボルト孔の径の許容差 

 

(3)仮組立て時のボルト孔の精度 

③受注者は、ボルト孔において貫通ゲージの貫通率及び停止ゲージの停止率を、表5-53のとおりに

しなければならない。 

表 5-53 ボルト孔の貫通率及び停止率 

 

5-13-8 アンカーフレーム製作工 

2．アンカーボルトのねじの種類、ピッチ及び精度 

受注者は、アンカーボルトのねじの種類、ピッチ及び精度は、表 5-54 によらなければならない。 

表 5-54 ねじの種類、ピッチ及び精度 

 

5-13-11 工場塗装工 

3．気温、湿度の条件 

受注者は、気温、湿度の条件が表 5-55 の塗装禁止条件に該当する場合、塗装を行ってはならな

い。ただし、塗装作業所が屋内で、しかも温度、湿度が調節されているときは、屋外の気象条件に

関係なく塗装してもよい。これ以外の場合は、監督職員と協議しなければならない。 

表 5-55 塗装禁止条件 

 

第 18 節 床 版 工 

 

5-18-2 床 版 工 

1．鉄筋コンクリート床版 

(11)受注者は、工事完成時における足場及び支保工の解体にあたっては、鋼桁部材に損傷を与えない

ための措置を講ずるとともに、鋼桁部材や下部工にコンクリート片、木片等の残材を残さないよう

後片付け（第1編 1-1-30 後片付け）を行わなければならない。 

 

第 6 章 開 水 路 

第 2節 開 水 路 

 

6-2-8 銘 板 工 

受注者は、銘板に用いる材質は表面に透明の高耐候性フィルムにより被覆したアルミニウム板（JIS 

H 4000 A 5052 P）を標準とする。また、橋歴板に用いる色は黒地に金色とすることとし、縁について

も同様に金色とする。なお、寸法及び記載事項は、図 6-1、図 6-2 によらなければならない。 

 

 

 

表 5-53 ボルト孔の径の許容差 

 

(3)仮組立て時のボルト孔の精度 

③受注者は、ボルト孔において貫通ゲージの貫通率及び停止ゲージの停止率を、表5-54のとおりに

しなければならない。 

表 5-54 ボルト孔の貫通率及び停止率 

 

5-13-8 アンカーフレーム製作工 

2．アンカーボルトのねじの種類、ピッチ及び精度 

受注者は、アンカーボルトのねじの種類、ピッチ及び精度は、表 5-55 によらなければならない。 

表 5-55 ねじの種類、ピッチ及び精度 

 

5-13-11 工場塗装工 

3．気温、湿度の条件 

受注者は、気温、湿度の条件が表 5-56 の塗装禁止条件に該当する場合、塗装を行ってはならな

い。ただし、塗装作業所が屋内で、しかも温度、湿度が調節されているときは、屋外の気象条件に

関係なく塗装してもよい。これ以外の場合は、監督職員と協議しなければならない。 

表 5-56 塗装禁止条件 

 

第 18 節 床 版 工 

 

5-18-2 床 版 工 

1．鉄筋コンクリート床版 

(11)受注者は、工事完成時における足場及び支保工の解体にあたっては、鋼桁部材に損傷を与えない

ための措置を講ずるとともに、鋼桁部材や下部工にコンクリート片、木片等の残材を残さないよう

後片付け（第1編 1-1-28 後片付け）を行わなければならない。 

 

第 6 章 開 水 路 

第 2節 開 水 路 

 

6-2-8 銘 板 工 

受注者は、銘板の作成については、材質は JIS H 2202（鋳鉄用銅合金地金）による鋳鉄を使用し、寸

法及び記載事項は、図 6-1、図 6-2 によらなければならない。 
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水門設備 

 

図6-1 

除塵設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水門設備 

 

図 6-1 

除塵設備 

 

図 6-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

 

第 7 章 水路トンネル 

第 1節 水路トンネル 

 

7-1-3 一般事項 

(7)受注者は、施工中、異常を発見した場合及び出水、落盤その他工事に支障を与える恐れがある場合に

は、工事を中止し、監督職員と協議しなければならない。 

ただし、緊急やむを得ない事情がある場合には、災害防止のための措置をとった後、直ちに監督職員

に連絡するものとする。 

 

第 8 章 管 水 路 

第 1節 管 水 路 

 

8-1-5 管体基礎工 

2．砕石基礎工 

砕石基礎工の施工については、本条第 1項砂基礎工の規定に準じて行うものとする。 

なお、塗覆装鋼管及び鋼製継輪、鋼製可とう管について砕石基礎となる場合は、第 8章  8-1-6 

第 4 項鋼管布設工(2)据付③塗覆装 4）の規定により塗装の保護を行うものとする。 

 

8-1-6 管 体 工 

1．硬質ポリ塩化ビニル管布設工 

(6)ゴム輪継手を使用する場合は、以下に基づき施工しなければならない。以下以外については第8章 

8-1-6 第2項強化プラスチック複合管布設工（1）強化プラスチック複合管に準拠するものとする。 

 

2．強化プラスチック複合管布設工 

(2)鋼製異形管 

① 鋼製異形管、鋼製可とう管の継手、鋼製継輪の製作については、FRPM-G-112の規定によるものと

する。据付については、第8章 8-1-6 第4項鋼管布設工の規定による。 

 

3．ダクタイル鋳鉄管布設工 

(1)ダクタイル鋳鉄管 

②ボルトの締付けに当たっては第8章 8-1-6 第2項強化プラスチック複合管布設工（2）鋼製異形

管②、③の規定によるものとする。 

 

4．鋼管布設工 

(1)工場製作 

 

第 7 章 水路トンネル 

第 1節 水路トンネル 

 

7-1-3 一般事項 

(7)受注者は、施工中、異常を発見した場合及び出水、落盤その他工事に支障を与える恐れがある場合、

速監督職員に報告するとともに、必要に応じ災害防止のための措置をとらなければならない。 

ただし、緊急やむを得ない事情がある場合には、災害防止のための措置をとった後、直ちに監督職員

に報告するものとする。 

 

第 8 章 管 水 路 

第 1節 管 水 路 

 

8-1-5 管体基礎工 

2．砕石基礎工 

砕石基礎工の施工については、本条第 1項砂基礎工の規定に準じて行うものとする。 

なお、塗覆装鋼管及び鋼製継輪、鋼製可とう管について砕石基礎となる場合は、第 7章  7-2-6 

第 4 項鋼管布設工(2)据付③塗覆装 4）の規定により塗装の保護を行うものとする。 

 

8-1-6 管 体 工 

1．硬質ポリ塩化ビニル管布設工 

(6)ゴム輪継手を使用する場合は、以下に基づき施工しなければならない。以下以外については第7章 

7-2-6 第2項強化プラスチック複合管布設工（1）強化プラスチック複合管に準拠するものとする。 

 

2．強化プラスチック複合管布設工 

(2)鋼製異形管 

① 鋼製異形管、鋼製可とう管の継手、鋼製継輪の製作については、FRPM-G-112の規定によるもの

とする。据付については、第7章 7-2-6 第4項鋼管布設工の規定による。 

 

3．ダクタイル鋳鉄管布設工 

(1)ダクタイル鋳鉄管 

②ボルトの締付けに当たっては第7章 7-2-6 第2項強化プラスチック複合管布設工（2）鋼製異形

管②、③の規定によるものとする。 

 

4．鋼管布設工 

(1)工場製作 
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③塗覆装 

6)屋外露出管の外面塗覆装は、設計図書に示されている場合を除き、WSP 009に準拠する。 

 

(2)据付 

③塗覆装 

継手部外面塗装仕様 

塗覆装仕様 厚  さ 

現場溶接部:ジョイントコート 

「水道用塗覆装鋼管ジョイントコート」 

（WSP 012） 

プラスチック系の場合 

基 材:1.5 ㎜以上 

粘着材:1.0 ㎜以上 

 

(3)鋼製異形管 

②ボルトの締付けについては、第8章 8-1-6 第2項強化プラスチック複合管布設工（2）鋼製異形

管②、③の規定による。 

 

5．弁設置工 

(4)受注者は、ボルトの締付けについて、第8章 8-1-6 第2項強化プラスチック複合管布設工（2）鋼

製異形管②、③の規定による。 

 

8-1-15 銘 板 工 

橋歴板工 

(1)受注者は、橋歴板に用いる材質は表面に透明の高耐候性フィルムにより被覆したアルミニウム板

（JIS H 4000 A 5052 P）を標準とする。また、橋歴板に用いる色は黒地に金色とすることとし、縁

についても同様に金色とする。なお、寸法及び記載事項は、図8-1によらなければならない。 

 

図 8-1 

③塗覆装 

6)屋外露出管の外面塗覆装は、設計図書に示されている場合を除き、WSP 009-2010に準拠する。 

 

(2)据付 

③塗覆装 

継手部外面塗装仕様 

塗覆装仕様 厚  さ 

現場溶接部:ジョイントコート 

「水道用塗覆装鋼管ジョイントコート」 

（WSP 012-2010） 

プラスチック系の場合 

基 材:1.5 ㎜以上 

粘着材:1.0 ㎜以上 

 

(3)鋼製異形管 

②ボルトの締付けについては、第7章 7-2-6 第2項強化プラスチック複合管布設工（2）鋼製異形

管②、③の規定による。 

 

5．弁設置工 

(4)受注者は、ボルトの締付けについて、第7章 7-2-6 第2項強化プラスチック複合管布設工（2）鋼

製異形管②、③の規定による。 

 

8-1-15 銘 板 工 

橋歴板工 

(1)受注者は、橋歴板の作成については、材質はJIS H 2202（鋳鉄用銅合金地金）による鋳鉄を使用し、

寸法及び記載事項は、図8-1によらなければならない。 

 

 

図 8-1 

 

土木工事共通仕様書との

整合 

 

 

 

土木工事共通仕様書との

整合 
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第 10 章 コンクリート橋上部 

第 3節 工場製作工 

 

10-3-7 鋳造費 開発局独自 

橋歴板は、第 5 章 5-4-25 銘板工の規定による。 

受注者は、橋名板の材質については、設計図書によらなければならない。 

 

第 11 章 鋼橋上部 

第 3節 工場製作工 

 

11-3-11 鋳造費 開発局独自 

橋歴板は、第 5 章 5-4-25 銘板工の規定による。 

受注者は、橋名板の材質については、設計図書によらなければならない。 

 

第 13 章 頭 首 工 

第 2節 一般事項 

 

13-2-1 適用すべき諸基準 

(2)河川砂防技術基準（令和6年5月） 国土交通省 

 

第 6節 管理橋上部工 

 

13-6-5 プレキャストブロック桁組立工 

2．受注者は、ブロック組立ての施工については、次の規定によらなければならない｡ 

(1)プレキャストブロックの接合に用いる接着剤の使用に当たり材質がエポキシ樹脂系接着剤で強度、

耐久性及び水密性がブロック同等以上のものを使用するものとする｡エポキシ樹脂系接着剤を使用

する場合は、室内で密封して保管し、原則として製造後6ヶ月以上経過したものは使用してはならな

い。また、水分を含むと品質が劣化するので、雨天の時の作業は中止しなければならない。これ以

外の場合は、設計図書によるものとする｡ 

  未硬化の接着剤の外観、粘土、可使時間、だれ最小厚さ、硬化した接着剤の比重、引張強さ、圧縮

強さ、引張せん断接着強さ、接着強さ、硬さ、特殊な条件下で使用する場合は、高温時の引張強さ、

水中硬化時の引張強さ、衝撃強さ、圧縮ヤング係数、熱膨張係数、硬化収縮率、吸水率等について、

必要に応じて試験を行い性能を確認しなければならない。 

 

第 10 章 コンクリート橋上部 

第 3節 工場製作工 

 

10-3-7 鋳造費 開発局独自 

橋歴板は、JIS H 2202（鋳物用鋼合金地金）、JIS H 5120（鋼及び鋼合金鋳物）の規定による。 

受注者は、橋名板の材質については、設計図書によらなければならない。 

 

第 11 章 鋼橋上部 

第 3節 工場製作工 

 

11-3-11 鋳造費 開発局独自 

橋歴板は、JIS H 2202（鋳物用鋼合金地金）、JIS H 5120（鋼及び鋼合金鋳物）の規定による。 

受注者は、橋名板の材質については、設計図書によらなければならない。 

 

第 13 章 頭 首 工 

第 2節 一般事項 

 

13-2-1 適用すべき諸基準 

(2)河川砂防技術基準（令和5年10月） 国土交通省 

 

第 6節 管理橋上部工 

 

13-6-5 プレキャストブロック桁組立工 

2．受注者は、ブロック組立ての施工については、次の規定によらなければならない｡ 

(1) プレキャストブロックの接合に用いる接着剤の使用に当たり材質が樹脂系接着剤で強度、耐久性及

び水密性がブロック同等以上で、かつ、表14-9-1に示す条件を満足するものを使用するものとする｡

これ以外の場合は、設計図書によるものとする｡ 

なお、接着剤の試験方法としては JSCE-H101 プレキャストコンクリート用樹脂系接着剤(橋げた

用)品質規格(案)コンクリート標準示方書・基準編((公社)土木学会)によるものとする｡ 
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諸基準類の改定に伴う改

定 

 

 

 

土木工事共通仕様書改定

に伴う改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

なお、接着剤の試験方法はコンクリート標準示方書・基準編((公社)土木学会)における JSCE-

H101 プレキャストコンクリート用樹脂系接着剤(橋げた用)品質規格によるものとする｡これにより

難い場合は、監督職員の承諾を得なければならない。 

 

 ［削除］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 14 章 機場下部工事工 

第 4節 遊水池工 

 

14-4-7 銘 板 工 

受注者は、銘板の作成については、材質は第 5章 5-4-25 銘板工の規定による。なお、寸法及び記載

事項は、図 14-1 によらなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 14-9-1 樹脂系接着剤の標準品質規格 

品質項目 単 位 品質規格 試験温度 養生条件 

未
硬
化
接
着
剤 

外  観 － 

有害と認められる異物の

混入がなく、材料分離が

生じていないこと 
春秋用 

23±2℃ 

夏用 

30±2℃ 

冬用 

10±2℃ 

－ 
粘  度 

MPa･s 

(cP) 

1×104～10×104 

（1×104～10×105) 

可使時間 時間 2 以上 

だれ最小厚さ ㎜ 0.3 以上 

硬
化
し
た
接
着
剤 

比  重 － 1.1～1.7 

23±2℃ 

23±2℃ 

 

7 日間 

引張強さ 
N/㎟ 

（㎏ f/㎠） 

12.5 以上 

(125 以上) 

圧縮強さ 
N/㎟ 

（㎏ f/㎠） 

50.0 以上 

(500 以上) 

引張せん断 

接着強さ 

N/㎟ 

（㎏ f/㎠） 

12.5 以上 

(125 以上) 

接着強さ 
N/㎟ 

（㎏ f/㎠） 

6.0 以上 

(60 以上) 

 

第 14 章 機場下部工事工 

第 4節 遊水池工 

 

14-4-7 銘 板 工 

受注者は、銘板の作成については、材質は JIS H 2202（鋳鉄用銅合金地金）による鋳鉄を使用し、寸

法及び記載事項は、図 14-1 によらなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書改定

に伴う改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

 

図 14－1 

 

第 16 章 区画整理 

 

第 2節 一般事項 

16-2-2 一般事項 

3．石礫等の処理 

(2)受注者は、地区内の根株等をすべて適正に処理しなければならない。ただし、設計図書及び監督職

員の指示した場合はこの限りではない。 

 

第 3節 整 地 工 

16-3-1 整 地 工 

1．表土剥ぎ取り 

(3)受注者は、表土の飛散や基盤土の混入を防止し、集積した表土が降雨等により流亡しないよう留意

しなければならない。 

［削除］ 

 

第 5節 用水路工（管水路） 

16-5-1 管水路工 

管水路工の施工については、第 8章 第 1 節 管水路の規定によるものとする。 

 

 

 

 

 

図 14－1 

 

第 16 章 区画整理 

 

第 2節 一般事項 

16-2-2 一般事項 

3．石礫等の処理 

(2)受益者は、地区内の根株等をすべて適正に処理しなければならない。ただし、設計図書及び監督職

員の指示した場合はこの限りではない。 

 

第 3節 整 地 工 

16-3-1 整 地 工 

1．表土剥ぎ取り 

(3)受注者は、表土の飛散や基盤土の混入を防止し、集積した表土が降雨等により流亡しないよう留意

しなければならない。 

受注者は、立坑構築及び復旧に当たり、第 5章 5-11-5 土留・仮締切工の規定による。 

 

第 5 節 用水路工（管水路） 

16-5-1 管水路工 

管水路工の施工については、第 7章 第 2 節 管水路の規定によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

農業土木工事仕様書新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

 

第 23 章 地すべり防止工 

第 2節 一般事項 

 

23-2-2 一般事項 

1．受注者は、施工中工事区域内に新たに予期できなかった亀裂の発生等異常を認めた場合、工事を中止

し、監督職員と協議しなければならない。ただし、緊急を要する場合には、応急措置をとった後、直ち

に監督職員に連絡しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 23 章 地すべり防止工 

第 2節 一般事項 

 

23-2-2 一般事項 

1．受注者は、施工中工事区域内に新たな亀裂の発生等異常を認めた場合、直ちに監督職員に報告しなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書改定

に伴う改定 

 



 
工  種 品質管理基準及び規格値 

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表 

改  定  箇  所 改定理由 

 

品質管理基準及び規格値 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 

 

 

 

誤記修正及び 

土木工事共通仕様書の改定に伴う改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
工  種 品質管理基準及び規格値 

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表 

改  定  箇  所 改定理由 

 

品質管理基準及び規格値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改定に伴う改定 

 

土木工事共通仕様書の改定に伴う改定 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改定に伴う改定 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改定に伴う改定 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改定に伴う改定 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改定に伴う改定 

 

土木工事共通仕様書の改定に伴う改定 

 



 
工  種 品質管理基準及び規格値 

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表 

改  定  箇  所 改定理由 

 

品質管理基準及び規格値 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

 



 
工  種 品質管理基準及び規格値 

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表 

改  定  箇  所 改定理由 

 

品質管理基準及び規格値 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改定に伴う改定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
工  種 品質管理基準及び規格値 

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表 

改  定  箇  所 改定理由 

 

品質管理基準及び規格値 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改定に伴う改定 

 

 

 

 



 
工  種 品質管理基準及び規格値 

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表 

改  定  箇  所 改定理由 

 

品質管理基準及び規格値 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書の改定に伴う改定 

 



 
工  種 農業土木工事仕様書 

写真管理基準撮影箇所一覧新旧対比表 

改          定 （令和７年度） 現          行 （令和６年度） 改 定 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事共通仕様書改訂に伴う改定 

 

 

 

 

 

 


